
 

平成２５年度事業活動概況 
 

１ 税理士法改正の実現に向けた対応について 

 平成２５年３月に取りまとめた「税理士法に関する改正要望書（平成２６年度改正要望項目）」に基

づき、１５税理士会において改正要望に関する研修会を開催し、税理士会役員等の理解を深め、業界

一丸となって法改正に取り組む態勢を整えた。 

 また、改正要望書を要約したリーフレットを作成し、各方面への陳情・説明の際に配布するととも

に、日本税理士政治連盟と連携して、各政党の税理士議連等の会議に関係役員が出席して改正要望に

ついて説明するなど、国会議員に対する陳情を行った。 

税理士資格の取得制度について、日本公認会計士協会との協議を重ねた結果、平成２５年１２月３

日付で、公認会計士への税理士資格の付与については、国税審議会が指定する実務補習団体等が実施

し、税理士試験の税法科目合格と同程度の学識を習得できる研修を修了することとする旨合意した。 

これらの活動の結果、平成２５年１２月２４日に閣議決定された「平成２６年度税制改正の大綱」

に納税環境整備の一環として「税理士制度の見直し」が明記された。その後、平成２６年２月４日に

税理士法改正案を含む「所得税法等の一部を改正する法律案」が閣議決定され、同日国会に提出、２

月２８日に衆議院本会議で可決され、同日に参議院に送付、３月２０日の参議院本会議で可決・成立

し、３月３１日付で公布された。また、関係政省令も同日公布された。 

 これを受けて税理士法改正に伴う会則・規則等の変更について、税理士法改正特別委員会第２分科

会において検討を開始した。 

 
２ 税制改正への対応について 

税制改正への対応については、税理士会及び部・委員会から提出のあった税制改正意見を、公平な

税負担、理解と納得のできる税制、必要最小限の事務負担、時代に適合する税制、透明な税務行政の

５つの基本的視点から検討し、「平成２６年度・税制改正に関する建議書」として取りまとめ、これを

財務省・国税庁・総務省・中小企業庁等関係省庁に提出した。 

また、日本税理士政治連盟と連携して、各政党の税制調査会等のヒアリングにおいて本会の税制改

正意見について説明した。 

その結果、「平成２６年度税制改正大綱」に、給与所得控除の見直し、簡易課税制度の適正化、行政

不服審査法の見直しに伴う国税不服申立制度の見直し等、建議項目の全部又は一部が取り上げられた。 

その他、事業承継税制、設備投資減税、グリーン投資減税、研究開発税制等について関係省庁と意

見交換を行い、税務の専門家の視点から意見を述べた。 
 

３ 東日本大震災への対応について 

東日本大震災については、甚大な被害を被った被災会員に対する変更登録手数料等の免除などの措

置を引き続き講じたほか、税理士会を通じて寄せられていた義援金１０，０００円を東北税理士会に

配付した。 
また、平成２６年２月８日、９日の２日間にわたって、東北地方の被災者向けに、１５税理士会か



 

ら会員２２名を仙台市内の相談会場（東北税理士会館）に派遣し、１７８名の納税者の相談に応じる

など、全会挙げて被災者等の支援に努めた。 

 

４ 中小企業支援施策の推進について 

平成２４年８月３０日に施行された「中小企業経営力強化支援法」において、複雑化・多様化する

中小企業の経営課題に対応するため、財務内容等の経営状況の分析や事業計画の策定支援・実行支援

を行うための支援体制を整備するために、税務、金融及び企業の財務に関する知識や実務経験が一定

レベル以上の者を国が認定する「認定支援機関制度」が創設された。この認定支援機関制度において

税理士・税理士法人は中小企業の金融と経営支援の担い手としての役割を期待されており、現在では

認定支援機関の約８割を税理士・税理士法人が占めている。 

このような国の動きを契機として、本会は、中小企業支援対策に関する事項を所掌する新たな組織

を立ち上げることとし、平成２５年７月２５日に中小企業対策特別委員会を設置した。当該委員会の

所掌事項は、会計参与制度の普及推進、税理士会の会員の中小企業支援に関する事項、「中小企業の会

計に関する指針」及び「中小企業の会計に関する基本要領」の調査研究等、多岐にわたっており、会

員が行う中小企業支援業務に係る周辺環境整備の役割を担っている。 

平成２５年度においては、関係官庁・諸団体等と意見交換を行い情報収集を図るとともに、税理士

会に対してアンケートを実施し、税理士会の中小企業支援業務に係る対応状況について現状把握に努

めた。 

また、会計参与制度の普及推進を図るために、税理士会における指導者養成を目的として、「会計参

与制度指導者研修会」を開催したほか、会計参与制度の手引きの見直しを行うなど、引き続き制度普

及に向けた方策について検討を進めた。 

さらに、「中小企業の会計に関する指針」の見直しに伴い、「中小企業の会計に関する指針の適用に

関するチェックリスト」の見直しを行い、ホームページに公表した。 
 

５ 電子申告制度の利用促進及び税理士用電子証明書の取得推進について 

電子申告制度の更なる普及・改善を図るための施策として、税の専門家である税理士の視点から「電

子申告に関する要望事項」を取りまとめ、国税庁に提出した結果、受付時間の拡大、登録できるメー

ルアドレスの追加、ｅ‐Ｔａｘソフト（ＷＥＢ版）の利便性の向上等が実現した。 
また、平成２６年１月に「税理士のための電子申告Ｑ＆Ａ」を改訂し、全文をホームページに掲載

するなど、電子申告の利用促進に努めた。 
税理士用電子証明書については、引き続きＩＣカードの取得に係る周知及び促進を図った結果、平

成２６年３月末日の取得会員数は５４，８７１名、発行数は７０，７９７枚となった。 
 
６ 書面添付制度の普及・定着について 

書面添付制度の普及・定着については、国税庁に対し、引き続き本会及び国税庁間の書面添付制度

の普及・定着に向けた協議の場を設けることを要望したほか、税理士会と国税局、支部と税務署との

間の協議を円滑に進めるため、国税局及び税務署に対する適切な指示及び指導方を要望した。 



 

また、全国における書面添付制度の運用状況に関する情報収集を行い、その結果を踏まえ、今後の

国税庁との協議方針について検討した。 

 

７ 租税教育への取り組みについて 

平成２５年５月１６日、下村博文文部科学大臣に対して、本会が新たに実施する教員養成大学向け

寄附講座の周知及び国税庁、文部科学省及び総務省で構成する租税教育推進関係省庁等協議会（中央

租推協）が企画する租税教育シンポジウムへの教員等の参加呼び掛けについて要望を行った。 

平成２５年６月７日、若林健太参議院議員及び松野博一衆議院議員（高校新科目「公共」に関する

プロジェクトチーム座長）に対して、新科目「公共」の中に申告納税制度を盛り込むことについて要

望を行ったところ、同プロジェクトチームが取りまとめた６月１３日付提言に、新科目「公共」の内

容として「税に関すること（例：納税の義務、納税の方法、税金の使途など）」が盛り込まれたほか、

指導員として税理士など社会のさまざまな分野で活躍する社会人をゲストティーチャーとして招き、

社会との接点を重視した取り組みが不可欠と記載された。 

中央租推協には、平成２５年５月１５日の総会、同年１１月１８日の運営委員会にそれぞれ賛助会

員として参加した。また、１０月８日、教員を目指す学生や租税教育関係者を対象とした租税教育シ

ンポジウムが中央租推協の主催で開催され、税理士会から３６名が参加し、租税教育推進部長がパネ

ルディスカッションのパネラーとして出席した。 

寄附講座については、平成２６年度開設の６大学（３年目が千葉商科大学及び札幌学院大学、２年

目が琉球大学、名古屋市立大学及び高崎経済大学、新設が西南学院大学）を決定した。併せて、震災

復興寄附講座を福島大学に開設（２年目）することを決定した。 

教員養成大学への寄附講座については、第１校目として愛知教育大学に平成２５年度から２年間開

設することを決定した。 

このほか、平成２６年３月１３日、租税教育副読本「税って何かな？」を発刊した。 

 

８ 規制改革への対応について 

平成２５年７月に政府が交渉への正式参加を果たしたＴＰＰを巡っては、政府から、これまでの交

渉過程では、「個別の資格の相互承認についての議論はない」旨の説明を受けており、今後もこの見解

に沿った交渉が継続されることが予測されるところ、日本の租税基盤である申告納税制度を支える専

門家として公共的使命を有する税理士制度の存在意義に鑑み、税理士資格については相互承認に係る

議論の対象外とすべき旨を関係各方面に要望した。 

また、ＴＰＰを含む経済連携協定等のサービス貿易自由化交渉については、将来的に税理士制度・

税理士業務への影響が予想されることから、サービス貿易自由化交渉に係るこれまでの経緯及び税理

士制度を有する他国の取り組み等を参考とした研修会を実施し、今後の対応策について検討を進める

とともに、日本税理士政治連盟と連携して情報収集に努めた。 

 

９ 税務支援事業への対応について 

税理士記念日行事の一環として、２月８日、９日に１５税理士会から会員２２名を仙台市内の相談



 

会場（東北税理士会館）に派遣し、被災者に対する無料税務相談を実施し、１７８名の納税者の相談

に応じた。 

また、税理士会が独自事業を実施する際の参考に資するため、税理士会が実施している独自事業に

関するアンケートを実施し、情報共有を図った。 

受託事業については、平成２４年度の受託事業の実施結果を踏まえ、平成２５年度に向け８項目の

要望事項を取りまとめ、国税庁個人課税課宛に提出し、要望事項に対する回答を徴した。 

このほか、協議派遣事業については、一部の税理士会において実施した協議派遣団体の実態把握ア

ンケートを基に情報共有を図ったほか、全国商工会連合会と定例協議会を開催し、情報交換及び相互

理解に努めた。 
 
１０ 税理士の資質の向上及び研修制度の拡充に向けた対応について 

平成２０年度に導入した研修受講管理システムの早期定着及び効率的運用を図るため、より実用的

なシステムにするための追加カスタマイズを行うとともに、税理士会における改善要望事項等を基に、

平成２６年度の追加カスタマイズ項目について検討を行った。 

また、税理士の業務の改善進歩及びその資質の向上を図るため、全国統一研修会、登録時研修及び

マルチメディア研修を企画・実施した。 

全国統一研修会については、受講者数増加等に伴う税理士会からの会場数増加要望を受け、会員数、

地域的特性及び各税理士会における事情等を勘案した結果、前年度より５会場増設し、延べ９９会場

において実施した。 

登録時研修については、税理士の登録を受けた日から１年以内の者及び登録時研修未受講者を対象

としているところ、全国統一研修会同様、税理士会から会場数増加要望があったため、前年度より１

会場増設し、全国２２会場で３日間にわたり実施するとともに、未受講者に対しては、未受講に関す

る理由書の提出を求めた。 

マルチメディア研修については、「改革消費税法」、「重加算税の賦課要件」等、時宜に適った４テー

マを収録し、研修ホームページ上にそれぞれ配信した。なお、研修ホームページ内に掲載されている

各研修の視聴メニュー画面の平成２５年度における総アクセス件数は１１５，０５８件（平成２４年

度は９４,４９４件）を記録し、平成２０年のホームページ開設から平成２６年３月末日までのトップ

ページへの総アクセス件数の累計は、３４４,１４０件に達した。 

また、研修受講機会の拡充を図るため、税理士会において独自に収録・編集した研修を研修ホーム

ページにて配信するとともに、昨今のＩＴ化への対応として、平成２６年度よりスマートフォン・タ

ブレットでの受講を可能とすべく検討を進めたほか、税理士法改正による研修の義務化を見据えて、

「○○税理士会研修細則（準則）」等の見直しについて引き続き検討を行った。 

 

１１ 税理士の綱紀の保持、品位の向上及び職業倫理の高揚について 

税理士の綱紀保持に係る施策については、非違行為を行った会員に対し、財務大臣による業務の禁

止及び停止の懲戒処分がなされたことから、会報「税理士界」に綱紀粛正の徹底を求める記事を掲載

した。また、税理士会に対し、綱紀保持に係る国税当局との協議会及び会員研修会の開催推進方を要



 

請し、所得税確定申告期には、税理士法第５２条違反及び名義貸しを未然に防止するための記事を掲

載して注意喚起を図った。 

さらに、国税庁から過去に行われた財務大臣による懲戒処分に係る非違事例の提供があったことか

ら、これを会報「税理士界」に掲載するとともに、各税理士会に提供し、非違行為の未然防止に資す

るため、各税理士会の会報掲載及び研修会資料等としての活用方を勧奨した。 

 

１２ 税務相談体制の充実について 

本会及び公益財団法人日本税務研究センターの共催、全国税理士共栄会の支援により運営している

「税務相談室」について、引き続きその周知に努めた。 

当該相談室の平成２５年度事績（平成２５年４月～平成２６年３月）は、総計９，３５６件（一日

平均３９．９８件、相談者別内訳：税理士５，２３０件、一般４，１２６件、税目別内訳：法人税２，

６３１件、所得税２，１４６件、資産税３，０９８件、消費税１，０４７件、その他４３４件）であ

った。このほか、東日本大震災による被災者からの相談も受け付け、５７件の相談に応じた。 

 
１３ 公益活動への対応について 

平成２３年７月２８日に設置した日税連成年後見支援センターは、全国の税理士会における成年後

見支援センター設置に向けた支援体制の整備を事業の一としており、平成２５年度では、北海道、中

国及び四国税理士会において新たに成年後見支援センターが開設され、１４税理士会（東京、東京地

方、千葉県、関東信越、北海道、東北、名古屋、東海、北陸、中国、四国、九州北部、南九州、沖縄）

において無料相談等の運営が実施されている。各税理士会成年後見支援センターの連携強化等を目的

として、相談委員等を対象に税理士会成年後見支援センター協議会を実施した。 

また、成年後見制度普及研修及び成年後見人等養成研修に関する研修教材を税理士会に提供すると

ともに、平成２５年４月には成年後見指導者養成研修を実施した。このほか、税理士が成年後見人と

して財産管理を行う際の参考に資するために平成２２年１月に刷製した「税理士のための成年後見ガ

イドブック～財産管理を中心として～」の内容を見直し、改訂版を発行した。 

さらに、法定後見及び任意後見業務を補償内容としている成年後見賠償責任保険の適切な運用に努

めたほか、「日税連成年後見支援センターＨＰ」により、会員や国民に向けて成年後見に関する情報を

適宜発信するなど適切な運営に努めた。 

地方公共団体の監査制度については、基礎研修履修者を対象に実務研修を実施したほか、基礎研修

用テキスト「地方公共団体の監査制度〈基礎編〉」の改訂作業を進めた。 

政治資金監査制度については、政治資金規正法上の監査実務の円滑な遂行をサポートするとともに、

税理士会における指導者を養成することを目的として政治資金監査指導者研修を実施した。 
 
１４ 対外広報の強化について 

平成２５年度の対外広報は、これまでの路線を見直し、タレントを起用せず、税理士バッジ（会員

章）を全面に押し出したデザインとし、「税理士の使命と仕事」をテーマに、①国家財政の安定化に寄

与している、②税制の建議権がある、③中小企業の良き相談相手である、④社会貢献を行っているこ



 

とを訴求ポイントとして、「この国を支える。あなたを支える。それが税理士の使命です。」をキャッ

チコピーに展開した。 
日刊紙には、平成２５年９月２８日付日本経済新聞朝刊に全１５段の税理士法改正の意見広告を、

１１月１０日付地方４７紙に半２段の記事下広告、平成２６年２月２３日付読売新聞朝刊に全１５段

カラー広告、３月１３日付読売新聞朝刊に半２段の記事下広告をそれぞれ掲載した。また、税理士記

念日を中心とした確定申告期に税理士会において実施する無料税務相談について、新聞各社にパブリ

シティを行い、２８紙で取り上げられた。 

平成２６年１月から３月にかけて３０秒版のテレビＣＭを全国ネットで計１７本放送した。 

ホームページで対外広報用のスペシャルサイトを立ち上げ、広く税理士の使命と仕事についてＰＲ

するとともに、スペシャルサイトに誘導するＷｅｂ広告を２月１７日から１週間、「ＹＯＭＩＵＲＩ 

ＯＮ ＬＩＮＥ」に掲載した。 

 

１５ アジア・オセアニアタックスコンサルタント協会（ＡＯＴＣＡ）への支援について 

平成２５年１０月にベトナム・ハノイで開催されたＡＯＴＣＡ第１１回定時総会に出席するととも

に、併せて開催されたタックス・カンファレンスには「移転価格税制と事前確認プロセス」をテーマ

とするセッションにスピーカーを派遣した。また、１０月には韓国・済州島で開催された第４３回ア

ジア税務長官会合（ＳＧＡＴＡＲ）にＡＯＴＣＡ代表として役員を派遣するなど、その運営に積極的

に協力した。なお、平成２７年のＡＯＴＣＡ会議は大阪での開催が決定された。 

国際交流事業については、平成２５年６月に中華民国記帳士公会全国聯合会の来訪を受け、わが国

の税理士制度及び税理士会組織に関する研修会及び意見交換を実施した。また、７月には本会からモ

ンゴル税理士会を訪問し、税理士制度と税理士会の役割等について懇談を行うとともに、同国の国会

議員や国税庁を表敬訪問した。このほか、韓国税務士会との定期交流、ヨーロッパ税務連合のインタ

ーナショナル・タックスフォーラムへの参加、財務省及び税務大学校を通じたアジアをはじめとする

諸外国の税務行政職員に対する研修会への出講など、諸外国における税務専門家制度の定着、発展に

資するための国際協力活動を進めるとともに、日本の税理士制度の理解促進に努めた。 
 
（注）本事業活動概況においては、事業年度終了後、総会議案書作成の日までに生じた重要事項について

も記述している。 

（注）本事業活動概況においては、事業年度終了後、総会議案書作成の日までに生じた重要事項についても

記述している。 


